
議案第２３号 

令和５年度 

深 谷 市 水 道 事 業 会 計 予 算 
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令和５年度  深谷市水道事業会計予算  

（総 則 ） 

第 １条  令 和 ５年 度 深 谷 市 水 道 事 業 会 計 の予 算 は、次 に定 めるところによ

る。 

（業 務 の予定量 ） 

第 ２条  業 務 の予定量 は、次 のとおりとする。 

（１）  給 水 戸 数 ６１，５５７ 戸

（２）  年 間 総 給 水 量 １５，５１７，３３５ 

（３）  一 日 平 均 給 水 量 ４２，３９７ 

（４）  主 要 な 建 設 改 良 事 業 １，１６７，４７１ 千 円

 ア  浄配水設備改良費 ３４３，７８２ 千 円

 イ  老朽管更新事業費 ５９２，６１９ 千 円

 ウ  施 設 整 備 事 業 費 ２３１，０７０ 千 円

（収 益 的収入及 び支 出 ） 

第 ３条  収 益 的 収入及 び支 出 の予定額 は、次 のとおりと定 める。 

収    入  

第 １款  水 道事業収益 ３，１３２，４８６ 千 円

第 １項  営 業 収 益 ２，８０５，７１０ 千 円

第 ２項  営 業 外 収 益 ３２６，７７６ 千 円

                   支    出  

第 １款  水 道事業費用 ２，９９９，５６４ 千 円

第 １項  営 業 費 用 ２，８０９，５３９ 千 円

第 ２項  営 業 外 費 用 １７７，５２５ 千 円

第 ４項  特 別 損 失 ２，５００ 千 円

第 ５項  予 備 費 １０，０００ 千 円
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（資 本 的収入及 び支 出 ） 

第 ４条  資 本 的 収 入 及 び支 出 の予 定 額 は、次 のとおりと定 める（資 本 的 収

入 額 が資 本的支 出額 に対 し不足 する額 １，３０７，０３０千 円 は、過 年 度分

消 費 税 及 び地 方 消 費 税 資 本的 収支 調整 額 ２４１，６９２千 円 、当 年 度分

消 費 税 及 び地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ９１，７１１千 円 及 び当 年 度

分損益 勘定留保資金 ９７３，６２７千 円 で補 てんするものとする。）。 

収    入  

第 １款  資 本 的 収 入 ５２８，５２７ 千 円

第 １項  企 業 債 ４３０，０００ 千 円

第 ２項  負 担 金 ９８，５２７ 千 円

支    出  

第 １款  資 本 的 支 出 １，８３５，５５７ 千 円

第 １項  建 設 改 良 費 １，１７６，４３１ 千 円

第 ２項  償 還 金 ６４９，１２６ 千 円

第 ４項  予 備 費 １０，０００ 千 円
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（債 務 負担行為 ） 

第 ５条  債 務 負 担 行 為 をすることができる事 項 、期 間 及 び限 度 額 は、次 のと

おりと定 める。 

事          項  期     間  限   度   額  

メーター交 換 業 務 委 託 、漏 水

修 繕 待 機 業 務 委 託 及 び特 設

配水管用資材費  

令 和 ６年 度 まで ３３，９００千 円  

コンビニ収 納 業 務 委 託 及 びＥＢ

システム利 用 手数料  
令 和 ６年 度 まで ４，９００千 円  

土 地 賃 借料  令 和 ６年 度 まで ４００千 円  

企 業 会 計 システムリプレイス業

務費  
令 和 ６年 度 まで ２，１００千 円  

損 害 共 済等保険料  令 和 ６年 度 まで ２，４００千 円  

たな卸 資産 購入限度額  令 和 ６年 度 まで ２０，９００千 円  
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（企 業 債 ） 

第 ６条  起 債 の目的 、限 度 額 、起 債 の方 法 、利 率 及 び償 還 の方 法 は、次 の

とおりと定 める。 

起 債 の目的  限 度 額  
起 債 の 

方 法
利率  償 還 の方 法  

 千 円  

普 通 貸 借  

又 は 

証 券 発 行  

４％以 内 （た

だ し 、 利 率 見

直 し方 式 で借

り 入 れ る 資 金

に つ い て 、 利

率 の 見 直 し を

行 っ た 後 に つ

い て は 、 当 該

見 直 し後 の利

率 ）  

借 入 先 の定 め

る融 資 条 件 に従

うものとする。 

ただし、市 財 政

の都 合 により据 置

期 間 及 び償 還 期

限 を短 縮 し、又 は

繰 上 償 還 もしくは

低 利 に借 換 えす

ることができる。 

老 朽 管  

更 新 事 業  
３２４，０００ 

施 設 整 備  

事 業  
１０６，０００ 

計  ４３０，０００    

（予 定 支 出 の各項の経費の金額 の流用 ） 

第 ７条  予 定 支出 の各項の経 費の金額 を流用することができる場 合 は、次 の

とおりと定 める。 

（１）営 業 費 用 

（２）営 業 外 費 用 

（３）特 別 損 失 

（４）建 設 改 良 費 

（５）償 還 金 

-6-



（議 会 の議決 を経 なければ流 用することのできない経費 ） 

第 ８条  次 に掲 げる経 費 については、その経 費 の金額 を、それ以 外 の経 費の

金 額 に流 用 し、又 はそれ以 外 の経 費 をその経 費 の金 額 に流 用 する場 合

は、議 会 の議 決 を経 なければならない。 

（１）職 員 給 与 費      ２３３，９５１千 円  

 （他 会 計 からの補助金 ） 

第 ９条  水 源 確 保 等 のため、一 般 会 計 からこの会 計 へ補 助 を受 ける金 額 は、

７９，７０７千 円 である。 

（たな卸 資産購入限度 額 ） 

第 １０条  たな卸 資産 の購入 限度額 は、２３，３８５千 円 と定 める。  

  令 和 ５年 ２月 ２２日 提 出  

深 谷 市 長   小  島   進    
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地方公営企業法施行令第１７条の２の規定による

予　算　に　関　す　る　説　明　書
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収　　　入 （単位：千円）
予定額

1 水道事業収益 3,132,486 249,674)

11,153)

1 営業収益 2,805,710 248,521)

4,366)

1 給水収益 2,629,067

239,007)

3 受託工事収益 6,969

634)

4 加入金 97,680

8,880)

8 その他営業収益 71,994 55,702

16,292

4,366)

2 営業外収益 326,776 1,153)

6,787)

1 3,816 14

3,802

3 他会計補助金 82,588 79,707

2,881

6,770)

5 長期前受金戻入 226,917 ・固定資産取得に係る国庫補助金等の減価償却費相当額

9 雑収益 13,455

1,153)

17)

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

・合角ダム償還金県補助金

・メーター売却代金ほか

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち消費税及び地方消費税相当額

・預金利息

・有価証券利息
受取利息及び配
当金

令和５年度深谷市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 備考

・公共下水道関係

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち仮受消費税及び地方消費税

・下水道使用料等徴収事務負担金

・消火栓維持管理費ほか

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち消費税及び地方消費税相当額

・年間予定給水量　15,517,335 

（うち仮受消費税及び地方消費税

・水源確保等に係る一般会計補助金
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支　　　出 （単位：千円）
予定額

1 水道事業費用 2,999,564 119,812)

1 営業費用 2,809,539 119,584)

1 原水及び浄水費 1,021,669 26,916

8,469

211,628

39,252

22,247

268,658

432,010

12,489

89,457）

2 配水及び給水費 262,056 30,762

2,509

9,324

320

25,699

175,460

16,060

1,922

18,152）

3 受託工事費 6,336

576）

・材料費

・備消耗品費ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・公共下水道関係

（うち仮払消費税及び地方消費税

・修繕費

・職員給与費（職員4人）

・職員給与費（会計年度任用職員1人）

・法定福利費（職員4人）

・法定福利費（会計年度任用職員1人）

・委託料

・動力費

・受水費

・通信運搬費ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・手数料

・修繕費

・職員給与費（職員4人）

・法定福利費

・委託料

項 目 備考

（うち仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税及び地方消費税

款
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（単位：千円）
予定額

4 総係費 199,807 52,741

2,468

・報酬（上下水道事業運営審議会） 293

16,149

302

1,898

・通信運搬費 10,558

103,750

2,869

2,025

6,754

11,399）

8 減価償却費 1,297,540 1,297,540

9 資産減耗費 22,131 21,631

500

2 営業外費用 177,525

1 支払利息 130,343

3 雑支出 291

4 46,891

4 特別損失 2,500 228）

3 2,500

228）

5 予備費 10,000

1 予備費 10,000

・企業債利息

・控除対象外税額

（うち仮払消費税及び地方消費税

・固定資産除却費

・たな卸資産減耗費

・保険料

・手数料ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・有形固定資産

（うち仮払消費税及び地方消費税

・賃借料

・職員給与費（職員8人）

・職員給与費（会計年度任用職員1人）

・法定福利費（職員8人）

・法定福利費（会計年度任用職員1人）

・備消耗品費

・委託料

款 項 目 備考

消費税及び地方
消費税

過年度損益修正
損
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収　　　入 （単位：千円）
予定額

1 資本的収入 528,527 7,122)

1 企業債 430,000

1 企業債 430,000

324,000

施設整備事業 106,000

2 負担金 98,527 7,122)

1 負担金 98,527 ・公共下水道関係 77,440

・消火栓布設替関係 17,440

・道路関係 2,065

1,582

・企業債

老朽管更新事業

（うち消費税及び地方消費税相当額

・管網図システム関係

款 項 目 備考

（うち消費税及び地方消費税相当額

資本的収入及び支出
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支　　　出 （単位：千円）
予定額

1 資本的支出 1,835,557 99,119)

1 建設改良費 1,176,431 99,119)

1 343,782 18,644

5,565

4,286

311,196

4,091

29,062)

2 592,619 29,332

・職員給与費（会計年度任用職員1人） 1,331

8,675

211

・旅費 111

・委託料 35,178

517,781

50,298)

3 施設整備事業費 231,070 15,209

4,731

・旅費 78

・委託料 45,078

・工事請負費 164,714

・負担金 1,260

19,099)

4 営業設備費 1,709 ・メ－タ－新規設置 687台

5 固定資産購入費 7,251 3,960

3,000

291

660)

2 償還金 649,126

1 企業債償還金 649,126

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

・職員給与費（職員3人）

・法定福利費

・委託料

・工事請負費

・機械装置購入費

・車両及び運搬具購入費

・工具器具及び備品購入費

（うち仮払消費税及び地方消費税

・企業債元金

・法定福利費

（うち仮払消費税及び地方消費税

・賃借料ほか

（うち仮払消費税及び地方消費税

・職員給与費（職員5人）

・法定福利費（職員5人）

・法定福利費（会計年度任用職員1人）

・工事請負費

（うち仮払消費税及び地方消費税

・職員給与費（職員2人）

老朽管更新事業
費

款 項 目 備考

（うち仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税及び地方消費税

浄配水設備改良
費
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（単位：千円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　浄水場の運転管理等に要する支出 △ 1,355,852

　　　　人件費支出 △ 150,097

　　　　営業収入 2,736,414

　　　　負担金、補助金等収入 151,160

　　　　その他の収支 △ 30,371

　　　　　小計 1,351,254

　　　　利息及び配当金の受取額 3,816

　　　　利息の支払額 △ 130,343

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,224,727

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　固定資産の取得による支出 △ 2,795,412

　　　　固定資産の売却による収入 0

　　　　国庫補助金等による収入 0

　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 98,527

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,696,885

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　企業債による収入 430,000

　　　　企業債の償還による支出 △ 649,126

　　　　他会計からの出資による収入 0

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 219,126

Ⅳ　　資金の増減額 △ 1,691,284

Ⅴ　　資金の期首残高 2,888,406

Ⅵ　　資金の期末残高 1,197,122

令和５年度深谷市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年３月３１日）
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（単位：千円）

(人)

（単位：千円）

15 29

区 分

本 年 度

前 年 度

158

59

217

0

0 0

3,453

3,770

期末手当

25,633

24,657

扶養手当

0 0

0

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

1,478 314

通勤手当

67,279

比 較

地域手当

6,799

7,199

△  400 △  317 976

△  4,227△ 4,541

合 計

65,801

2,270

2,3521,444

△  82 15

27

12

1,478

勤勉手当 児童手当

△  82

20,077

5,492

△  378

2,544

2,544

0

時 間 外
勤務手当

5,114 1,362

△  6,236

管 理 職
手 当

△  2,619

119,029

19,182

53,746

150,253

83,698

233,951

153,461

34,56443,022 115,68968,206

132△ 3,340

182

19,000

53,432

22,898

65,801

107,134

71,823

給与費明細書

本
年
度

１総括

特別職 一般職

特殊勤務
手 当

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

区 分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

住居手当

合 計

前
年
度

手
当
の
内
訳

比
較

0

0

0

18,331

1,746

△  3,617

1,359

△ 3,208

△ 1,019

238,178

84,717

42,903

合 計
手 当

41,547

119

113,370

24,257

67,279

法 定
福 利 費

65,717

184,746

給与費

1,272

5,575

5,792

4,303

△ 1,201

11

４月１日職員数

15

0

18

34,432

64,516

180,205

38,928

給 料報 酬 合 計

4,461

1,331

11

29

18

15

15

0
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ア 会計年度任用職員以外の職員（一般職） （単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

２ 給料及び手当の増減額の明細 ［１ ア 会計年度任用職員以外の職員（一般職）］ （単位：千円）

区 分 増 減 額

244

1,073

△ 7,553

979

468

△ 6,236　

1,447　

給 料

手 当
配置換え等

説 明 備 考増 減 事 由 別 内 訳

給与改定に伴う増減分

昇 給 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 増 減 分

制度改定に伴う増減分

そ の 他 増 減 分

勤勉手当の引上げ等

配置換え等

144,361

資本勘定支弁職員 10 38,928 24,257 63,185 18,971 82,156

区 分
法 定
福 利 費

合 計
職員数（人） 給 料 手 当 合 計

4月1日 給与費

損益勘定支弁職員 16 68,206 42,213 110,419 33,942

合 計 26 107,134 66,470 173,604 52,913 226,517

前
年
度

損益勘定支弁職員 16 71,823 42,125 113,948 33,642 147,590

資本勘定支弁職員 10 41,547 22,898 64,445 18,782 83,227

合 計 26 113,370 65,023 178,393 52,424 230,817

本
年
度

比
較

損益勘定支弁職員 0 △  3,617 88 △ 3,529 300 △ 3,229

資本勘定支弁職員 0 △  2,619 1,359 △ 1,260 189 △ 1,071

合 計 0 △  6,236 1,447 △ 4,789 489 △  4,300

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

前 年 度 7,199 3,770 23,879 18,331 2,544 5,492

通勤手当
特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 6,799 3,453 24,824 20,077 2,544 5,114 1,362 27 2,270 0 66,470

1,444 12 2,352 0 65,023

比 較 △  400 △  317 945 1,746 0 △  378 △  82 15 △  82 0 1,447

イ 会計年度任用職員（一般職）

区 分
4月1日 給与費 法 定

福 利 費
合 計

職員数（人） 報 酬 手 当 合 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 4,168 809 4,977 622 5,599

資本勘定支弁職員 1 1,331 0 1,331 211 1,542

合 計 3 5,499 809 6,308 833 7,141

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 4,010 778 4,788 790 5,578

資本勘定支弁職員 1 1,272 0 1,272 218 1,490

合 計 3 5,282 778 6,060 1,008 7,068

比
較

損益勘定支弁職員 0 158 31 189 △ 168 21

資本勘定支弁職員 0 59 0 59 △ 7 52

合 計 0 217 31 248 △  175 73

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

前 年 度 0 0 778 0 0 0

通勤手当
特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 0 0 809 0 0 0 0 0 0 0 809

0 0 0 0 778

比 較 0 0 31 0 0 0 0 0 0 0 31
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〔以下、令和５年１月１日現在における給与等の状況です。〕

３　給料及び手当の状況

(円）

(円）

(歳）

(円）

(円）

(歳）

(２)　初任給（令和５年１月１日現在）

区 分

企業職
（事務・技術職）

令和４年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 326,950

平 均 給 与 月 額 388,896

平 均 年 齢 42.7

(１)　職員１人当たりの給与

区 分 企業職（事務・技術職）

令和５年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 326,688

平 均 給 与 月 額 391,156

平 均 年 齢 41.7

高 校 卒 158,900 158,900

短 大 卒 172,600 172,600

（単位：円）

区 分
企 業 職
（ 事 務 ・ 技 術 職 ）

一般会計の制度

行 政 職

区 分
企業職（事務・技術職）

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

大 学 卒 191,700 191,700

(３)　級別職員数

区 分
企業職（事務・技術職）

2 5 19.2 2 5 19.2

令和５年１月１日現在

1 1 3.8

令和４年１月１日現在

1

3 5 19.2 3

5 2 7.7 5 2 7.7

6 23.1

4 11 42.4 4 11 42.3

7 2 7.7 7 2 7.7

6 6

計 26 100.0

8 8

(級別の基準となる職務)

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

計 26 100.0

部　長

６　級 ７　級 ８　級

主事補・技師補 主事・技師 主　任 係長・主査 課長補佐 課長・主幹 次　長
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（４）特殊勤務手当

給料総額に対する比率（％） 0.03

支給対象職員の比率（％）
（令和５年１月１日現在）

支給対象職員1人当たり
平 均 支 給 月 額 （ 円 ）

代表的な特殊勤務手当の名称

（５）期末手当・勤勉手当（令和５年１月１日現在）

6月 12月

本 年 度 2.150 2.250 4.40

前 年 度 2.225 2.075 4.30

一 般 会 計 の 制 度 2.150 2.250 4.40

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和５年１月１日現在）

区 分 備 考

支 給 率 等

一般会計の制度(支給率等)

（７）その他の手当（令和５年１月１日現在）

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

２０年勤続の者

300

支給期別支給率

（単位：月分）

備 考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

最高限度額

（単位：月分）

有

有

有

２５年勤続の者 ３５年勤続の者

区 分

支給率計

企 業 職

（事務・技術職）

緊急出動勤務手当

区 分

28.00

47.70900

47.70900

24.586875

24.586875

47.70900

47.70900

33.27075

33.27075

一般会計の制度 との異同

同じ

同じ

差 異 の 内 容

同じ

同じ
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債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

期 間 金 額

浄配水場運転管理・施設
点 検 等 業 務 委 託 998,800

令和３年度から
令和４年度まで 369,547

浄 配 水 場 警 備 委 託 18,500 ― ―

浄 水 場 等 電 気 設 備
保 安 点 検 業 務 委 託 19,500 令和４年度まで 3,841

営 業 業 務 包 括 委 託 741,000 ― ―

コンビニ収納業務委託及び
Ｅ Ｂ シ ス テ ム 利 用 手 数 料 4,900 ― ―

メ ー タ ー 交 換 業 務 委 託 、
漏 水 修 繕 待 機 業 務 委 託
及び特設配水管用資材費

33,900 ― ―

土 地 賃 借 料 400 ― ―

損 害 共 済 等 保 険 料 2,400 ― ―

企 業 会 計 シ ス テ ム
リ プ レ イ ス 業 務 費 2,100 ― ―

たな卸資産購入限度額 20,900 ― ―

設計積算システム更新業務 9,600 ― ―
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（単位：千円）

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

損 益 勘 定
留 保 資 金

期 間 金 額 企 業 債 負 担 金

令和５年度から
令和７年度まで 629,253 ― ― 629,253

― 18,500

― ― 15,659

令和５年度から
令和９年度まで 18,500 ―

令和５年度から
令和８年度まで 15,659

令和６年度から
令和10年度まで 741,000 ― ― 741,000

― 33,900

令和６年度まで 4,900 ― ―

令和６年度まで 33,900 ―

4,900

令和６年度まで 400 ― ― 400

― 2,400

― ― 2,100

令和６年度まで 2,400 ―

令和６年度まで 2,100

9,600 ― ― 9,600

令和６年度まで 20,900 ― ― 20,900

令和５年度から
令和９年度まで
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（単位：千円）

１  固定資産

  （１）有形固定資産

      イ  土地 743,110

      ロ  建物 2,465,226

          減価償却累計額 △779,485 1,685,741

      ハ  構築物 48,328,161

          減価償却累計額 △19,175,035 29,153,126

      ニ  機械及び装置 10,099,215

          減価償却累計額 △7,142,887 2,956,328

      ホ  車両及び運搬具 22,120

          減価償却累計額 △17,065 5,055

      ヘ  工具、器具及び備品 160,524

          減価償却累計額 △152,134 8,390

      ト  建設仮勘定 17,629

          有形固定資産合計 34,569,379

  （２）無形固定資産

      イ  水利権 1,260

      ロ  電話加入権 367

          無形固定資産合計 1,627

  （３）投資その他資産

      イ  投資有価証券 700,000

      ロ  その他投資 24

          投資その他資産合計 700,024

          固定資産合計 35,271,030

２  流動資産

  （１）現金預金 1,197,122

  （２）営業未収金 293,762

  　　　　貸倒引当金 △17,414 276,348

  （３）貯蔵品 10,638

        流動資産合計 1,484,108

        資産合計 36,755,138

令和５年度深谷市水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資　産　の　部

税抜
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３  固定負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,648,090

  （２）引当金

      イ  修繕引当金 216,271

        固定負債合計 10,864,361

４  流動負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 658,909

  （２）未払金 452,229

  （３）引当金

      イ  賞与引当金 16,838

  （４）その他流動負債 2,400

        流動負債合計 1,130,376

５  繰延収益

  （１）長期前受金 11,212,696

  （２）収益化累計額 △5,632,903

        繰延収益合計 5,579,793

        負債合計 17,574,530

６  資本金

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 755,517

      ロ  繰入資本金 7,645,019

      ハ  組入資本金 9,346,039

          自己資本金合計 17,746,575

          資本金合計 17,746,575

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  国庫補助金 14,150

      ロ  県補助金 4,328

      ハ  受贈財産評価額 19,914

          資本剰余金合計 38,392

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 21,000

      ロ  建設改良積立金 1,083,635

291,006

          利益剰余金合計 1,395,641

          剰余金合計 1,434,033

          資本合計 19,180,608

          負債資本合計 36,755,138

資　本　の　部

      ハ  当年度未処分利益剰余金

負　債　の　部
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（単位：千円）
１  営業収益

（１）給水収益 2,239,005

（２）受託工事収益 2,372

（３）加入金 93,400

（４）その他営業収益 91,339 2,426,116

２  営業費用

（１）原水及び浄水費 957,918

（２）配水及び給水費 255,436

（３）受託工事費 2,198

（４）総係費 179,207

（５）減価償却費 1,236,998

（６）資産減耗費 25,040 2,656,797

営業利益 △ 230,681 △230,681

令和４年度深谷市水道事業予定損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

税抜
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３  営業外収益

（１）受取利息及び配当金 3,918

（２）他会計補助金 171,122

（３）長期前受金戻入 226,685

（４）雑収益 12,599 414,324

４  営業外費用

（１）支払利息 129,115

（２）雑支出 950 130,065 284,259

経常利益 53,578

５  特別損失

（１）過年度損益修正損 1,461 1,461 △1,461

当年度純利益 52,117

188,938

949,235

当年度未処分利益剰余金 1,190,290

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動
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（単位：千円）

１  固定資産

  （１）有形固定資産

      イ  土地 743,110

      ロ  建物 2,407,538

          減価償却累計額 △713,168 1,694,370

      ハ  構築物 47,685,810

          減価償却累計額 △18,647,302 29,038,508

      ニ  機械及び装置 10,044,848

          減価償却累計額 △6,851,571 3,193,277

      ホ  車両及び運搬具 19,393

          減価償却累計額 △16,698 2,695

      ヘ  工具、器具及び備品 160,260

          減価償却累計額 △151,816 8,444

      ト  建設仮勘定 11,616

          有形固定資産合計 34,692,020

  （２）無形固定資産

      イ  電話加入権 367

          無形固定資産合計 367

  （３）投資その他資産

      イ  投資有価証券 700,000

      ロ  その他投資 16

          投資その他資産合計 700,016

          固定資産合計 35,392,403

２  流動資産

  （１）現金預金 2,888,406

  （２）営業未収金 293,353

  　　　　貸倒引当金 △18,607 274,746

  （３）貯蔵品 10,599

        流動資産合計 3,173,751

        資産合計 38,566,154

令和４年度深谷市水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

資　産　の　部

税抜

-26-



３  固定負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,876,999

  （２）引当金

      イ  修繕引当金 216,271

        固定負債合計 11,093,270

４  流動負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 649,126

  （２）未払金 2,069,398

  （３）引当金

      イ  賞与引当金 16,631

  （４）その他流動負債 2,400

        流動負債合計 2,737,555

５  繰延収益

  （１）長期前受金 11,010,658

  （２）収益化累計額 △5,405,986

        繰延収益合計 5,604,672

        負債合計 19,435,497

６  資本金

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 755,517

      ロ  繰入資本金 7,645,019

      ハ  組入資本金 8,396,804

          自己資本金合計 16,797,340

          資本金合計 16,797,340

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  国庫補助金 14,150

      ロ  県補助金 4,328

      ハ  受贈財産評価額 19,914

          資本剰余金合計 38,392

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 21,000

      ロ  建設改良積立金 1,083,635

1,190,290

          利益剰余金合計 2,294,925

          剰余金合計 2,333,317

          資本合計 19,130,657

          負債資本合計 38,566,154

資　本　の　部

      ハ  当年度未処分利益剰余金

負　債　の　部
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注 記 事 項 

１ 重要な会計方針に関する注記 

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ア 量水器 

先入先出法に基づく原価法により算定している。 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産 

（ア） 償却資産  定額法 

ただし、取替資産については、取替法により算定している。 

（イ） 主な耐用年数 

建 物   ５０年 

構 築 物   ４０年 

機械及び装置 ８～２０年 

イ 無形固定資産  定額法 

（３） 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 一般会計が負担することとしているため、計上していない。 

イ 賞 与 引 当 金 職員の期末・勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支給に備

えるため、当事業年度の末における支給見込額に基づき、当事業年度の負

担に属する額を計上している。 

ウ 修 繕 引 当 金 平成２６年３月３１日以前に引き当てられた従前の修繕引当金のみ計上され

ており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

エ 貸 倒 引 当 金 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込

額を計上している。 

（４） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式をとっている。 

２ 予定貸借対照表等に関する注記 

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担 

  予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内 

に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は４９，０１６千円である。 
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